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 2024年 3月 14日 

各    位 

会 社 名  株 式 会 社 ラ ン ド 

代表者の 
役職氏名 

 代表取締役社長  松 谷 昌 樹 

（コード番号 8918 東証スタンダード市場） 

問合せ先  常務取締役管理部長 佐 瀬 雅 昭 

電話番号  0 4 5 － 3 4 5 － 7 7 7 8 （ 代 表 ） 

 

（開示事項の変更）第三者割当による第 1回無担保転換社債型新株予約権付社債の 

発行に関する資金使途及び支出予定時期の変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2023年 10月 17日付「新株予約権付社債発行プログラ

ム設定契約の締結並びに第三者割当による新株予約権付社債及び新株予約権の発行に関するお知

らせ」で開示いたしました第 1 回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「第１回新株予約権

付社債」といいます。）の発行に係る調達資金の資金使途及び支出予定時期について、下記のとお

り変更することを決議しましたので、お知らせいたします。  

 

記 

 

１．変更の理由 

第１回新株予約権付社債の発行時点では、どの案件の事業化に着手できるかは不透明でありま

したため、各案件の具体的な内容や収益性等の具体的な記載は控えさせていただき、その後の協

議の進捗により、案件を取得する見込みがたった場合や事業計画が策定できる目途がたった場合

等、具体的な資金使途が確定した場合は、適宜適切に開示する所存である旨を説明させていただ

いておりました。 

その後、調達資金は、既存事業であります不動産事業におきまして、複数の事業用地の取得資

金に充当させていただきました。 

また、2023 年 12 月 8 日付「（開示事項の中止）新株予約権付社債発行プログラム設定契約に

基づく第２回新株予約権付社債第三者割当の中止に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、

第２回新株予約権付社債の発行が行われないことが決定いたしました。 

これらを踏まえ、資金使途及び支出予定時期について変更することとなりました。 

なお、2023年 11月 2日付「第三者割当による新株予約権付社債及び新株予約権の発行に係る

払込並びに第 11回新株予約権の停止指定に関するお知らせ」で開示いたしましたとおり、第 11

回新株予約権につきましては、現時点におきまして、その全部につき、2026年 11月 2日（行使

期間最終日）までの期間、行使停止指定をしております。 
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２．変更の内容 

（変更箇所は、下線を付して表示しております。） 

 

【変更前】 

具体的な使途 
金額 

(百万円) 
支出予定時期 

［転換社債］ 
成長基盤の構築のため費用 
1. 現在検討中の複数の案件（物流・商業施設用地6件、

ホテル・マンション用地1件、ビル・リノベーション
案件1件、複数の中古マンションや中古戸建のリノベ
ーション案件、再生可能エネルギー事業案件4件等）
及び今後情報を入手する既存事業案件（リノベーシ
ョン案件を含む不動産案件及び再生可能エネルギー
案件（以下「既存事業」といいます。）の取得費用
等（開発関連費用含む）  

1,439 

2023年11月～2026年12月 

2. 現在検討中及び今後情報を入手する複数のＭ＆Ａ
案件の取得費用等。なお、事業分野にかかわらず当
社の企業価値向上に寄与することが期待される企
業を対象とする所存であり、現時点で不動産賃貸業
を営む企業2社、既存事業の周辺事業関連の企業1社
及び既存事業に関連しない企業2社を検討しており
ます。 

※1 

3. 現在検討中（5件）及び今後情報を入手する既存事
業の周辺事業や既存事業に該当しない事業（以下「新
規事業」といいます。）案件の事業化にかかる費用
等。 

※1 

4. 上記を進める場合の人員補充にかかる費用（採用
費、人件費等） 

※1 

5. 上記を進める場合、必要となる組織力の強化及び人
材の確保・教育に要する費用（既存事業及び新規事
業、子会社管理等の遂行に必要な人材の確保） 

※1 

［新株予約権］ 
今後の案件情報の入手、検討に応じた案件取得費用等 

1. 既存事業案件の取得費用等（開発関連費用含む） 
1,096 

2023年11月～2026年11月 
2. Ｍ＆Ａ案件の取得費用等 ※2 
3. 新規事業の事業化に係る費用等 ※2 

合計  2,535  

（注）１. 調達資金を上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金にて管理いたし

ます。 

２. 本新株予約権の行使状況により想定どおりの資金調達ができなかった場合には、当社

グループの事業収益及び保有資産の売却資金等により充当することを検討いたします。 

 

【変更後】 

具体的な使途 
金額 

(百万円) 
支出予定時期 

［転換社債］ 
成長基盤の構築のため費用 

既存事業案件（リノベーション案件を含む不動産案
件及び再生可能エネルギー案件（以下「既存事業」と
いいます。）として、不動産事業案件（事業用地5件）
の取得費用等（開発関連費用含む）  

713 2023年11月～2024年2月 
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［新株予約権］ 
今後の案件情報の入手、検討に応じた案件取得費用等 

1. 既存事業案件の取得費用等（開発関連費用含む） 
1,096 

2023年11月～2026年11月 
2. Ｍ＆Ａ案件の取得費用等 ※2 
3. 新規事業の事業化に係る費用等 ※2 

合計  1,809  

（注）１. 調達資金を上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金にて管理いたし

ます。 

２. 本新株予約権の行使状況により想定どおりの資金調達ができなかった場合には、当社

グループの事業収益及び保有資産の売却資金等により充当することを検討いたします。 

 

３．今後の見通し 

2024年 3月 5日付「2024年 2月期連結業績予想の修正に関するお知らせ」で開示した内容か

ら変更はありません。 

  

以 上 


